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 規程番号 ８７２－０３  

京都美術工芸大学公的研究費の運営・管理規程 

平成２４年 １月２６日 制定 

平成２４年 ４月 １日 施行 

平成２６年１０月 １日一部改正・施行 

平成２８年 ６月 １日一部改正・施行 

令和元年５月１日一部制定・施行 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程は、京都美術工芸大学（以下「本学」という。）における公的研究費の運営・管理に関して

必要な事項を定めることにより、その適正な運営・管理を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において「公的研究費」とは、「研究機関における公的研究費の管理・監督のガイドライン

（実施基準）」（以下「ガイドライン」という。）が対象とする研究資金等をいう。 

２ この規程において「不正行為」とは、以下の行為をいう。 

 （１）「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」に規定される研究活動上の不正行為。 

 （２）故意もしくは重大な過失による公的研究費の他の用途への使用、又は公的資金等の交付の決定の内容 

    やこれに付した条件に違反した使用。 

３ この規程において「直接経費」とは、公的研究費による補助事業の遂行に直接必要な経費をいう。 

４ この規程において「間接経費」とは、公的研究費による補助事業の遂行に伴う研究機関の管理等に必要な

経費をいう。 

５ この規程において「構成員」とは、本学において公的研究費による研究活動を行う者及び公的研究費の運

営・管理に携わる者をいう。 

 

第２章 責任体系・職務権限 

（責任体制） 

第３条 本学における公的研究費の運営・管理を適正に行う責任体制を明確にするため、最高管理責任者、統

括管理責任者、コンプライアンス推進責任者を置き、その職名を公表する。 

２ 前項の責任者は、次のとおりとする。 

（１）最高管理責任者は、学長をもってあてる。 

（２）統括管理責任者は、副学長をもってあてる。 

（３）コンプライアンス推進責任者は、学部長をもってあてる。 

３ 前項の規定に関わらず、公的研究費の円滑な運営・管理のため必要と認める場合、最高管理責任者は、前

項の各責任者について本学教職員の中から指名することができる。 

４ 前項の職にあるものが、研究者又は研究分担者となった場合、代理を置かなければならない。 

（最高管理責任者） 

第４条 最高管理責任者は、本学における公的研究費の適正な運営・管理について最終的な責任を負う。 

２ 最高管理責任者は、公的研究費の運営・管理における不正防止に向けた基本方針を策定、周知するととも

に、その遂行のために必要な措置を講じる。 

３ 最高管理責任者は、統括管理責任者、コンプライアンス推進責任者及びその他の構成員が責任を持って公

的資金の運営・管理が行えるよう、適切にリーダーシップを発揮しなければならない。 

（統括管理責任者） 

第５条 統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、公的研究費の運営・管理について機関全体を統括する

実質的責任と権限を有する。 

２ 統括管理責任者は、不正防止基本方針に基づき、機関全体にかかる具体的な対策を策定・実施及び実施状

況を確認するとともに、最高管理責任者への報告を行う。 

 

（コンプライアンス推進責任者） 

第６条 コンプライアンス推進責任者は、公的研究費の実務上の運営・管理にかかる実質的責任と権限を有し、
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事務処理手続きについて管理・監督し、必要に応じて改善を指導する。 

２ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、不正防止対策を実施し、実施状況について

統括管理責任者への報告を行う。 

３ コンプライアンス推進責任者は、前項に掲げる業務を円滑に行うため、必要に応じてコンプライアンス推

進副責任者を任命し、その業務を分担することができる。 

（構成員の責務） 

第７条 全ての構成員は、公的研究費が研究者個人の研究発案により採択されたものであっても、その原資が

国民の税金をはじめとする公的資金によることを常に意識し、その運用・管理にあたっては、関連法令・

ルール等の知識の習熟に努め、細心の注意をもって適正かつ効率的に執行する責務を有する。 

 

第３章 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備 

（ルールの明確化・統一化） 

第８条 公的研究費の運用・管理に関する事項は、法令、ガイドライン等、その他研究費の配分機関等による

特段の定めのある場合、又は学内で他の定めがある場合のほかは、この規程の定めるところによる。 

２ 適正な運営・管理体制を維持するため、必要に応じて適宜、本規程の見直しを行う。 

（誓約書の提出） 

第９条 公的研究費の運営・管理に関わる全ての構成員は、公的研究費の運営・管理に関する規則等の遵守、

不正を行わないこと、及び規程等に違反して不正を行った場合は処分を受けるとともに法的な責任を負う

旨の誓約書を、予め最高管理責任者に提出しなければならない。 

２ 公的研究費に関する取引について、年間の取引金額が５０万円を超える取引業者に対しては、公的研究費

の運営・管理に関する規程等を遵守し不正に関与しないこと、納品・検収業務及び監査・調査時における

取引帳簿の閲覧・提出への協力義務、不正発覚時には取引停止を含む処分を講じられても異議がないこと、

及び本学構成員から不正行為の依頼等があった場合には、窓口に連絡する旨の誓約書の提出を求めるもの

とする。提出が得られない場合については、最高管理責任者は、取引停止も含めた措置を講じる。 

（コンプライアンス教育） 

第 10 条 全ての構成員に対し、公的研究費における不正防止を図るため、定期的にコンプライアンス教育を

実施し、意識向上及び知識の浸透を図る。 

２ 構成員は、本学が実施するコンプライアンス教育を受け、別に定める誓約書をコンプライアンス推進責任

者に提出しなければならない。 

 

（不正防止計画推進部署） 

第 11 条 研究機関全体の観点から、不正防止のための計画を推進する部署として、不正防止計画推進部署を

設置する。 

２ 不正防止計画推進部署は、学術情報委員会をもってあて、その事務は、事務局が行う。 

３ 不正防止計画推進部署は、最高管理責任者・統括管理責任者の指示の下、以下の業務を行う。 

（１）不正発生要因の把握、並びに不正防止計画及びその実施に向けた具体的対策の策定・改定。 

（２）不正防止対策の実施状況の確認及び最高管理責任者・統括管理責任者への報告。 

（３）コンプライアンス教育の実施、並びに受講状況及び受講者の理解度の把握・管理。 

４ 最高管理責任者・統括管理責任者は、不正防止計画推進部署の報告に基づき、適宜、不正防止計画及び具

体的対策の見直・改定を指示する。 

 

第４章 研究費の適正な運営・管理活動 

（経理の委任） 

第12条 公的研究費の交付を受けた研究者は、その経理を最高管理責任者に委任する。 

２ 委任を受けた公的研究費の経理に関する事務は、事務局が行う。 

（研究費の事務管理体制） 

第 13 条 公的研究費使用に係る事務手続きは、研究者に代わり、事務局が行う。ただし、研究費の円滑かつ

効率的な遂行の観点から、研究者自身が執行手続きを行う方が望ましいと認められる場合等について、執

行手続き・内容の妥当性についての説明責任、及び適正な研究費使用と認められない場合の賠償責任があ

ることを理解させた上で、研究者自身による処理を認めることができる。 
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（公的研究費執行手続きの原則） 

第 14 条 公的研究費の使用にあたっては、以下の原則により行う。執行手続きに関する細目等、具体的な事

項については、明確かつ統一的に運用するために、関係法令、配分機関が定める公的研究費の執行基準お

よび学内関係諸規程に基づき、公的研究費執行に関する取扱要綱を別に定め、そのルールに従い運用する。 

 

 （１）公的研究費を執行しようとする研究者は、コンプライアンス推進責任者の承認を得るものとする。 

 （２）公的研究費を執行、管理する構成員は、発注段階で支出財源の特定を行い、予算執行状況を遅滞なく 

把握できるように努める。 

 （３）公的研究費の支出に関する書類は、公的研究費の年度補助事業期間終了後５年間保存する。 

 

（間接経費の譲渡・管理） 

第15条 研究者は、間接経費の交付を受けたときは、「公的研究費間接経費譲渡申込書」を提出し、最高管理

責任者に譲渡する。 

２ 研究者から間接経費の譲渡を受けた場合、最高管理責任者は事務局に指示し、直ちにこれを本学の収入と

して受け入れる。 

３ 間接経費の使用については、「競争的資金の間接経費の執行に係る共通指針」に基づき、適切に運用・管

理する。 

 

第５章 モニタリング・内部監査 

（モニタリング） 

第 16 条 統括管理責任者は、コンプライアンス推進責任者等を指揮し、公的研究費の予算執行状況、執行手

続き等について随時モニタリングを行う。 

２ コンプライアンス推進責任者は、前項において予算執行状況が当初計画から著しく遅れている場合は、研

究計画の遂行に問題がないか確認し、問題があれば改善策を講じなければならない。この場合において、

コンプライアンス推進責任者は、研究者に対して、公的研究費を年度内に執行完了できず返還した場合に

おいてもその後の採択に悪影響を及ぼさない旨、また必要に応じて繰越制度の利用が可能である旨を説明

するものとする。 

（内部監査） 

第17条 公的研究費に関する内部監査は、法人本部内部監査室（以下「内部監査室」という。）が担当する。 

２ 最高管理責任者は、内部監査室が公的研究費に係る内部監査を適切に行うことができるよう、必要な権限

を付与する。 

３ 内部監査室は、ガイドライン、不正防止計画、その他関連規程等に基づき、公的研究費内部監査マニュア

ルを作成する。 

４ 内部監査は、年1回以上実施することとし、結果については、監査終了後遅滞なく、最高管理責任者及び

不正防止計画推進部署に報告するものとする。 

５ 内部監査は、会計監査（会計書類の確認、購入物品の現物確認、謝金の使途確認等）及び業務監査（決裁・

発注・検収・支払手続き等の確認）により行う。 

６ 内部監査室は、監査結果等に基づき、適宜、不正防止計画の改定及びコンプライアンス教育の実施に際し

て意見を述べる。 

７ 内部監査室は、監事及び会計監査人との連携を強化し、適宜情報交換等を行いながら、適切な内部監査体

制の維持に努めなければならない。 

８ その他、本規程に定めのない事項については、ガイドライン及び「学校法人二本松学院内部監査規程」に

よるものとする。 

 

第６章 不正への対応 

（不正行為の相談・通報窓口） 

第18条 本学に、学内外からの公的研究費に係る不正行為に関する相談・通報に応じるための窓口（以下「通

報窓口」という。）を設置し、「学校法人二本松学院公益通報等に関する規程」（以下「公益通報規程」と

いう。）に規定するコンプライアンス窓口をもってあてる。 

２ 通報窓口の場所、連絡先及び通報の方法等については、ホームページ等により公開・周知する。 
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（通報の方法・取扱い） 

第19条 通報は、原則顕名によるものとし、以下に掲げる事項を明示した上で、書面、電子メール、ＦＡＸ、

電話、又は面談等により通報窓口に対して行うものとする。 

（１）不正行為を行ったとする研究者名又は研究グループ名（以下「被告発者」という。）。 

（２）不正行為の内容。 

（３）不正であるとする合理的根拠。 

２ 前項の規定に関わらず、匿名の通報があった場合、最高管理責任者は、その内容に応じて顕名の場合に準

じた取扱いをすることができる。 

３ 告発の意思を明示しない不正相談について、最高管理責任者は、内容及びその妥当性を検討した上で相当

の理由があると判断した場合は、当該相談者に対して告発の意思確認を行うものとする。 

（通報の受付・通報者の保護） 

第20条 通報窓口は、不正行為に関する通報を受けたときは直ちにその旨を最高管理責任者に報告する。 

２ 最高管理責任者は、通報者に対し通報を受け付けた旨を通知する。ただし、通報者が通知を希望しない、

又は連絡先を明らかにしていない場合は、この限りでない。 

３ 通報の受け付け及び当該通報に関する調査に当たっては、個室での面談、窓口担当職員以外が見聞できな

い電話・電子メールによる連絡等、通報者のプライバシー保護を徹底し、調査関係者以外の者や被告発者

に通報者が特定されないよう配慮しなければならない。ただし、通報者の同意がある場合は、この限りで

ない。 

４ 通報者について、通報したことのみを理由として解雇、降格、減給、その他不利益な扱いをしてはならな

い。ただし、通報者が、被告発者に対して損害を与える意図等、不正の目的をもって通報を行ったと認め

られる場合は、この限りでない。 

（予備調査） 

第 21 条 不正に関する通報（報道や会計検査院等の外部機関からの指摘を含む）を受け付けた場合、最高管

理責任者は、受付日から起算して３０日以内に、通報内容の合理性の確認及び本調査の要否を判断するた

めの予備調査を行い、本調査の実施の要否を決定する。 

２ 予備調査では、不正が行われた可能性、通報内容及び不正とする根拠の合理性、及び当該調査の要否につ

いて調査する。 

３ 前項の予備調査は、統括管理責任者、内部監査室及び不正防止計画推進部署が協力して行う。ただし、当

該予備調査担当者のうち、通報の内容又は被告発者等と直接の利害関係を持つ者については、調査に参加

することができない。 

４ 最高管理責任者は、予備調査の結果及び本調査実施の要否について、通報者、被告発者、及び配分機関等

関係機関（以下、「調査関係者等」という。）に通知する。本調査を行わないことを決定した場合には、調

査関係者等の求めに応じて、その理由及び予備調査に用いた資料等を開示するものとする。 

（調査委員会） 

第 22 条 予備調査の結果、本調査を行うこととなった場合、最高管理責任者は、速やかに調査委員会を設置

し、調査委員の氏名及び所属について、調査関係者等に通知しなければならない。 

２ 調査委員会は、統括管理責任者、コンプライアンス推進責任者、並びに内部監査室、不正防止計画推進部

署の構成員から最高管理責任者が指名した者で構成する。 

３ 調査の公正性・透明性を確保する観点から、調査委員会は、前項の委員のほか、構成員の過半数を超える

当該機関に属さない第三者（弁護士、公認会計士等）を含むものでなければならない。 

４ 調査委員会の構成員は、調査の内容又は通報者若しくは被告発者と直接の利害関係を有しない者でなけれ

ばならない。 

５ 調査関係者等は、本条第１項の通知日から７日以内に、調査委員のうち、当該調査を行うことが不適切で

あると考える委員について、選任不服の申立てを行うことができる。この場合において、最高管理責任者

は、申立ての内容が妥当であると判断する場合には当該委員の交代を、また内容に理由がないと判断する

場合には申立てを棄却するとともに、その旨を調査関係者等に通知する。 

（本調査） 

第 23 条 最高管理責任者は、予備調査の結果、本調査が必要と判断した場合、調査委員会に本調査を命じる

とともに、調査実施の旨を調査関係者等に通知し、調査への協力を要請する。 

２ 調査委員会は、本調査の実施を決定した日から３０日以内に本調査を開始しなければならない。また、調

査委員会は、調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について配分機関に報告、協議しなけれ
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ばならない。 

３ 調査委員会は、不正の有無及び不正の内容、関与した者及びその関与の程度、不正使用の相当額等につい

て調査・認定を行う。 

４ 調査に当たっては、被告発者に対し、弁明及び資料提出の機会を与えなければならない。ただし、調査対

象者の所在が不明である場合等、その機会を与えることが困難である場合は、この限りでない。 

５ 最高管理責任者は、必要に応じて、被告発者等の調査対象となっている者に対し、当該公的研究費の使用

停止を命じる。 

６ 調査委員会は、調査結果、不正発生要因、不正に関与した者が関わる他の公的研究費における管理・監査

体制の状況、再発防止計画等を含む調査報告書を作成し、最高管理責任者に提出しなければならない。 

７ 最高管理責任者は、通報の受付日から起算して２１０日以内に調査の結果について公表し、調査関係者等

に対して最終報告書を提出する。期限までに調査が完了しない場合には、調査の中間報告を提出する。 

８ 調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認された場合には、速やかに認定し、配分機関に報告す

る。 

９ 配分機関は、調査の終了前であっても、調査の進捗状況報告及び調査の中間報告を求めることができる。

この場合において、本学は、調査に支障がある等、正当な事由がある場合を除き、当該事案に係る資料の

提出又は閲覧、現地調査に応じるものとする。 

10 調査関係者等は、調査結果の報告を受けた日から起算して３０日以内に、本学に対して調査内容不服の申

立てを行うことができる。この場合において、最高管理責任者は、申立ての内容が妥当であると判断する

場合には再調査の指示を、また内容に理由がないと判断する場合には申立てを棄却するとともに、その旨

を調査関係者等に通知する。 

（処分） 

第24条 調査の結果、不正が認定された本学所属の公的研究費運営・管理構成員の処分については、「学校法

人二本松学院就業規則」及び「学校法人二本松学院教職員懲戒規程」に基づき行う。 

２ 調査の結果、不正が認定された取引業者の処分については、別に定める「公的研究費に係る不正取引に関

与した取引業者に対する処分方針」に基づき行う。 

 

第７章 情報発信・共有化の推進 

（研究に関する相談窓口の設置） 

第 25 条 公的研究費に係る事務手続き及び使用ルール等に関する学内外からの問い合わせに対応するため、

事務局に相談窓口を設置し、学内外に公表する。 

（情報公開） 

第 26 条 本学における公的研究費不正への取組み及び関連規程等については、ホームページ等を利用して積

極的に外部に公表することとする。 

 

第８章 雑 則 

（規程の改廃） 

第27条 この規程の改廃は、教授会の議を経て、学長が行う。 

 

附 則 

 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２８年６月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和 元 年５月１日から施行する。 
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